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国内外の最新の動向

a.途上国

世界銀行やJICAのように、特にSDGsの実現に向けてソフトのアプローチにより、ナッ

ジをはじめとする行動科学の知見を手段として活用する事例が増えている。世界銀
行では新しく組織（eMBeD）を設立。また、英国BITがシンガポールに進出。経済面を
考慮して、途上国でも導入可能な、安価で薄く広く効果を得ようとする試み。

b.先進国

いわゆるナッジ・ユニットの設立ラッシュ。豪州では首相内閣省にBETAを設立し、平
成30年６月に国際行動科学シンポジウムBX2018を開催。各国ナッジ・ユニットが勢ぞ
ろいし、豪州政府を含め議論。我が国ではBESTが日本代表として招致・講演予定。

c．行動科学の活用によりEBPMを推進している組織
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(出典) Behavioural Insights Team
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行動科学の活用によりEBPMを推進している組織の例



(出典) Ideas42
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行動科学の活用によりEBPMを推進している組織の例



(出典) White Houseウェブサイト
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行動科学の人材が求められている

Maya Shankar, PhD 

Senior Policy Advisor
at the White House

（オバマ政権）

Head of Behavioral Science

Digital HKS Fellow
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d. 次世代ナッジ

5

ナッジの効果を増強または持続可能なものとするためには、追加的な措置（パーソナライ
ズ等）が必要との主張。ホームエネルギーレポートやエコドライブアプリは、ある種、パーソ
ナライズした取組であるが、ここでいうパーソナライズは、より個人の属性や特性等に沿っ
て一人ひとりに配慮したアプローチのこと。導入にあたっては、費用対効果を考慮する必
要がある。

Nudge 2.0やSecond Generation Nudgeなどと呼ばれている。オリジナルの「ナッジ」同様、
提唱者によって異なる定義。確立されたものはない。

さらにはBeyond Nudge/Nudgingとの考えも。その趣旨としては、以下のBESTの観点に相
当するもの。
・Gerd Gigerenzer（マックス・プランク人間発達研究所）：Boosting
・Marshall Ganz（ハーバードケネディスクール）：Community Organizing、オバマを大統領にした男

等

私たち一人ひとりが自分自身にとってより良い選択を自発的にできる制度設計になっているか

私たちが自らの判断でより良い選択を選択できるよう、自身の行動・習慣を見つめるきっかけや
気付きを与え、リテラシーを高められるようになっているか



エネルギー事業者 パシフィックガス & エレクトリックカンパニー

教育研究機関

天然資源保護協会

More Than Smart

ローレンス・バークレー国立研究所

政府機関 エネルギー省

エネルギー事業者 ボルチモア ガス & エレクトリック

教育研究機関 American Council for an Energy-Efficient Economy

国際機関 世界銀行

民間事業者

Ideas42
オラクル

デロイト US

政府機関 ドイツ連邦首相府

教育研究機関
マックス・プランク人間発達研究所

ハーティー・スクール・オブ・ガバナンス

エネルギー事業者 ナショナル・グリッド

教育研究機関

ハーバード大学
ハーバード公衆衛生大学院
ハーバードケネディ行政大学院
ハーバード・ロー・スクール
ハーバード・ビジネス・スクール
ハーバード教育大学院
Behavioral Insights Group

ボストン大学

州政府 ロードアイランド州エネルギー資源局

市政府 プロビデンス市

政府機関
運輸省

ビジネス・エネルギー・産業戦略省

ナッジユニット Behavioural Insights Team（英国ナッジ・ユニット）

元内閣官房長官 Gus O’Donell卿
教育研究機関 ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス

水道事業者 アングリアン・ウォーター

米国：カリフォルニア州

米国：ワシントンDC

米国：マサチューセッツ州・ロードアイランド州

ドイツ：ベルリン

英国：ロンドン

エネルギー事業者 DTE Energy

米国：ミシガン州

教育研究機関
Kahneman-Treisman Center for 
Behavioral Science & Public Policy

米国：ニュージャージー州

民間事業者 BEworks

カナダ：トロント

e.海外機関との連携・相談状況
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国際機関 OECD
フランス：パリ

政府機関 首相内閣省

ナッジユニット
BETA (Behavioural Economics Team 
of the Australian Government)

豪州：キャンベラ、シドニー
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(出典)Wikipedia, Twitter（Cass Sunstein）



英国貴族院にて

元内閣官房長官
Gus O’Donell卿（”GOD”）
（英国でのnudgeの取組の

最重要人物の一人）
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普通では会えないような人たちとも
交流できるほどにネットワークが広
がっている（世界各国のナッジ関係
者は皆、日本のナッジの取組に対し
てとても好意的）


